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Ⅰ ミライトグループの紹介



１. ミライト・ホールディングスの概要（２０１９年９月３０日現在）
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設 立 ２０１０年１０月１日

資 本 金 ７０億円

社長（ＣＥＯ） 鈴木 正俊

株 式 【発行済株式数】 １０８，３２５，３２９株

上場証券取引所 東京証券取引所 市場第一部 （コード番号：1417）

格 付
格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ） Ａ－

日本格付研究所（ＪＣＲ） Ａ

所 在 地 東京都江東区豊洲５丁目６番３６号

事業拠点
【国内】 ５０拠点 ※ミライト、ミライト・テクノロジーズ、TTK、ソルコム、四国通建の合計

【海外】 ３２拠点（シンガポール、スリランカ、オーストラリア、フィリピン、ミャンマー他）

連結子会社数 ７３社

従業員数 【連結】 １２，７０４名

（ミライトＨＤ

（ミライト

（ミライト・テクノロジーズ

（ラントロビジョン

（ＴＴＫ

（ソルコム

（四国通建

１００名）

連結 ５，１６４名）

連結 ３，０９３名）

連結 １，００９名）

連結 １，０８８名）

連結 １，５７５名）

連結 ６７５名）

決 算 期 ３月３１日

事業内容
電気通信工事、電気工事、土木工事、建築工事及びこれらに関連する事業を行う子会社及びグループ
会社の経営管理ならびにこれらに附帯する業務



持株会社設立

 通信インフラ設備の構築を中心に半世紀以上にわたり事業を展開してきた、大明㈱、㈱コミューチュア、㈱東電通が２０１０年１０月に経営統合し設立

 経営統合以降、M&A等により事業領域を補完・拡大し 「総合エンジニアリング＆サービス会社」への構造転換を推進

 ２０１２年１０月に事業会社３社体制から２社体制（ミライト、ミライト・テクノロジーズ）に移行

 ２０１６年６月にシンガポール企業のLantrovison(S)LtdをM&Aし、グローバル事業を拡大

 ２０１８年１０月に㈱ＴＴＫ、２０１９年１月に㈱ソルコム、四国通建㈱との経営統合を実施。さらなる事業基盤強化と企業価値向上を図る

～2018年9月

2019年1月～

子会社再編、完全子会社化

大明㈱
1944年12月設立
（売上高） 1,156億円
（従業員） 3,030名

㈱コミューチュア
1960年6月設立
（売上高） 919億円
（従業員） 2,847名

㈱東電通
1946年2月設立
（売上高） 476億円
（従業員） 1,269名

㈱ミライト・ホールディングス

㈱ミライト・テクノロジーズ
（本 社） 大阪
（連結売上高） 1,192億円（2019年3月期）
（連結従業員） 3,093名 （2019年9月）

㈱ミライト
（本 社） 東京
（連結売上高） 2,027億円（2019年3月期）
（連結従業員） 5,164名 （2019年9月）

Lantrovision(S)Ltd
（本 社） シンガポール
（連結売上高） 181億円（2019年3月期）
（連結従業員） 1,009名 （2019年9月）

2010年10月

グローバル事業拡大

合 併

2016年6月

商号変更

2012年10月

2012年10月

㈱ソルコム

（本 社） 広島県広島市
（連結売上高） 137億円（2019年3月期）
（連結従業員） 1,575名 （2019年9月）

㈱ＴＴＫ

（本 社） 宮城県仙台市
（連結売上高） 223億円（2019年3月期）
（連結従業員） 1,088名 （2019年9月）

四国通建㈱

（本 社） 愛媛県今治市
（連結売上高） 97億円（2019年3月期）
（連結従業員） 675名 （2019年9月）

2018年10月

2019年1月

2019年1月

更
な
る
経
営
統
合

㈱ミライト

㈱ミライト・テクノロジーズ

Lantrovision(S)Ltd

グループ運営体制強化

（注） 経営統合各社の売上高については、TTKは6ヶ月間、ソルコム・四国通建は3ヶ月間を記載

２. ミライトグループの経営統合
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㈱ミライト・ホールディングス

㈱ミライト・ホールディングス

グループに不足する技術やリソースを補うため、Ｍ＆Ａ等を積極的に活用
⇒空調・下水道・新エネルギー、ＩＣＴ、ソフトウェア、グローバル 事業領域拡大

2010年10月

2017年3月期
売上高 2,832億円、営業利益 100億円、従業員数 8,675名

2011年3月期
売上高 2,466億円、営業利益 49億円、従業員数 7,184名

2020年3月期（計画）
売上高 4,300億円、営業利益 215億円、従業員数 12,704名



2011.3期 2012.3期 2013.3期 2014.3期 2015.3期 2016.3期 2017.3期 2018.3期 2019.3期

売上高（左） 2,466 2,360 2,710 2,777 2,837 2,695 2,832 3,129 3,759

営業利益（右） 49 52 108 114 141 61 100 167 206

0

125

250

0

2,000

4,000

第２次（～2017年3月期）

目標：売上高 3,100億円、営業利益 170億円（5.5%）
中期計画

第１次（～2014年3月期）

目標：売上高 2,800億円、営業利益 120億円（営業利益率4.2%）

第３次（～2021年3月期）

目標：売上高 3,400億円
営業利益 170億円（5.0%）
ROE 8%以上

既存事業の生産性向上

事業基盤の強化

業務最適化による拠点集約 システム統一／業務プロセス標準化

本社（東京）統合

連結納税導入 年金制度統一

会計・人事等基幹システム統一

ＣＭＳ導入

間接費削減プロジェクトの推進

事務所統合／施工支援業務集約

遊休不動産の利活用促進大明・東電通合併

業務集約センタ（ＭＢＣ）による効率化

子会社再編

グループ運営強化推進

自社資産拡大による基盤強化

工事平準化の推進

シナジー追求

Ｍ＆Ａ等の
活用による
事業拡大

空調
（日設）

下水道
（片倉建設）

ソフトウェア
（アクティス、プラクティカル）

図書館事業
（リブネット）

ソフトウェア
（トラストシステム）

売上高 +217億円 売上高 +336億円

グローバル
（MIRAIT Technologies Myanmar、Lantrovision）

ビル・エネルギー
（西日本電工）

事業基盤強化
（ＴＴＫ、ソルコム、四国通建）

エリア強化
（沖創工）

グローバル
（MIRAIT Technologies Australia）

太陽光+蓄電池
（ミライト・エックス）

人材派遣
（ホープネット）

ソフトウェア
（タイムテック）

売上高 +457億円

効率化推進

【2011年3月期】

モバイル
28％

ICT・総合設備
28％

【2014年3月期】

NTT

36％
環境・ICT

29％

マルチキャリア
35％

事業別
売上高の推移

【2017年3月期】

38％

27％

【2019年3月期】

41％

25％

NTT

44％

35％ 34％

■ 業績の推移 （単位：億円）

モバイル
（トーエイ）

※ 2019.3期で見直し

営業利益率 2.0% 2.2% 4.0% 4.1% 5.0% 2.3% 3.5% 5.3% 5.5%

第４次（～2022年3月期）
【目標】 売上高4,500億円、営業利益270億円（6.0%）、ROE 8%以上

電気
（塚田電気工事）
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３. 当社設立から現在までの取組み



Wi-Fi

クラウド＆
ネットワーク

フ
ロ
ン
テ
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ン

ストックビジネス＆
オペレーション

環境・エネルギー

グローバル

ベ
ー
ス
ド
メ
イ
ン

ＮＴＴ

土木

モバイル

人
材
育
成

グ
ル
ー
プ
経
営

ア
ラ
イ
ア
ン
ス

Ｋ
Ａ
Ｉ
Ｚ
Ｅ
Ｎ

事業の土台

ソフト

スマートオフィス スマートタウン スマートハウス

クラウド
＆

ネットワーク

• 防災ネットワーク

• 文教ICT

• センサーネットワーク

• ドローン

• IoT（スマートメーター）

• ITS（自動走行）

ストックビジネス
＆

オペレーション

• 蓄電池＋太陽光保守

• オペレーションセンタ

（ネットワーク保守、ヘルプデスク等）

• 太陽光設備運用保守

Wi-Fi

• Wi-Fi＋デジタルサイネージ（デジタル情報スタンド（PONTANA））

• ホームWi-Fi

• オフィス・文教Wi-Fi • 地下鉄Wi-Fi

• 自治体Wi-Fi

ソフト
• 大手SIerのベストパートナーを目指す（金融、保険、公共分野）

• 特色のあるアプリ開発（WFM、図書館、Wi-Fiソリューション）

環境・
エネルギー • 空調設備

• 太陽光設備建設

• マンション一括受電

• HEMS

グローバル

• スタジアムWi-Fi

• コンビニ・多店舗Wi-Fi

• セキュリティ（監視カメラ、ネットワーク監視）

• LAN、PBX

• データセンター

• ビル関連サービス
（太陽光、EV充電器、LED、BEMS、入管システム）

• 蓄電池＋太陽光

• 防災対策
（蓄電池、EV充電器、LED防犯灯）

• クラウド（サーバ、ネットワーク）

• ホテルWi-Fi

（客室内タブレット（ee‐TaB*））

• キャリア事業（４ヶ国）

• LAN配線事業（１３ヶ国）

シナジーの追求
（国内顧客、海外顧客、ビルソリューションなど）

４. 今後の注力分野（フロンティアドメイン）について
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2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期 2022年3月期

 5G時代の到来とモバイルサービスの進化

 ICT新技術とIoT化の進展（クラウド、ドローン活用技術など）

 2020年東京五輪・訪日客向けの最先端・高度インフラ構築

 働き手不足解消に向けた省力化・自動化の進展

 新エネルギー設備と社会インフラ整備の増加

ミライトグループにフォローの風

■ 事業環境

売上高 ４，５００億円

営業利益 ２７０億円

営業利益率 ６．０％

ROE ８％以上

■中期経営計画目標（2022年3月期）

５. 新中期経営計画の概要

環境・社会

ICT

NTT

■ 中期経営計画による売上高推移
（単位：億円）

4,500

4,300

3,129

マルチキャリア

経営統合分

経営統合分

経営統合分

経営統合分

株主還元方針

 安定的・継続的な配当の維持

 総還元性向は30%を以上を目線に、業績・資金
状況等を勘案し総合的に判断

 ROE8%以上の実現に向けた株主還元の検討

■ 新中期経営計画のテーマ

 5G時代の到来やIoT化の進展、技術の融合による新サービス等、事業環
境が大きく変化するなか、市場競争力を高め、スマート社会を支える会社
を目指す

 新たな事業機会の創出

 事業構造の転換を加速

 生産性の向上と事業運営コストの効率化

 人材基盤の強化

 ESG経営の推進、安全・品質

 資本政策

■ 重点施策

3,759
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６. 新中期経営計画の重点施策

新たな事業機会の創出 事業構造の転換
 事業構造の転換（ベースドメイン→フロンティアドメイン※）を加速し、更なる成長を
目指す。フロンティアドメインは合わせて質の転換（利益重視）も促進する

2022.3期2020.3期2014.3期

2,777億円

【売上高】

全6社

4,300億円 57%43%

46%

統合3社

既存3社

31%71%29%

4,500億円 54%46%

ベースドメイン フロンティアドメイン

54%

69%

49%

51%

34%

66%

地域カバレッジの深化
×

グローバル

スマート社会を支える会社へ

地域の活性化を支援

 経営統合により深化した地域カバレッジを活用し、地域の活性化を支援する

 事業分野・技術の融合を通じて社会の課題解決に貢献する

社会の課題解決に貢献

※フロンティアドメインは、マルチキャリア事業（グローバル）+環境・社会イノベーション事業+ICTソリューション事業を指す

2023.3期

50%50%

人材基盤の強化 ESG経営の推進

 自律した社員一人ひとりの意欲と能力、チームの組織力を最大限に発揮し、心身
ともに健康で活き活きと働き続け、自らの成長を実感できる、働き甲斐のある魅
力的な会社を目指す

生産性の高い会社 挑戦する会社 魅力的な会社

総合エンジニアリング＆サービス会社

体質・コスト構造の転換

生産性向上、コスト競争力強化

ワークライフバランス充実

社員一人ひとりの能力向上・健康促進

ダイバーシティ推進

多様な人材が活躍できる組織

 SDGsへの貢献を全ての事業活動を通じて進めるとともに、ESG強化の観点から、
事業のリスクと機会をより広い視野から捉え、的確に対応

重点テーマ・課題 「未来への架け橋をつくる。まもる。」

重点テーマ 課題

• 社会インフラの構築・維持・更新

• スマートライフの進展

• 災害に強いまちづくり

• 技術開発力・エンジニアリング力の強化／人材育成

• 安全と品質の継続的向上

• ダイバーシティの推進

• 働き方改革＝ワーク・ライフ・バランス

• コーポレートガバナンス

• 事業活動での環境の取組み

• 調達先の労働・安全・環境・人権問題

• 地域の活性化

快適な社会の仕組みを
つくる。まもる。
（事業活動）

安全・安心な技術力を
つくる。まもる。

（安全・品質／人材）

社会との信頼を
つくる。まもる。

NTT

BIGDATA

新エネ

データ
センター

ﾏﾙﾁｷｬﾘｱ

環境社会 ICT

有線
インフラ 防災 WiFi LPWA

土木 光コラボ ５G

ロボット IoT

AI

EV・蓄電池

老朽
インフラ

ドローン

ソフト
センサー

事業分野・技術の融合
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Ⅱ 業績の推移と決算概況



１. 業績の推移（2019年3月期については、TTKは6ヶ月間（10～3月）、ソルコム・四国通建は3ヶ月間（1～3月）の業績を反映）

 ２０１９年３月期は、経営統合効果もあり売上高、営業利益とも過去最高の業績を達成

 ２０２０年３月期は、 モバイル工事の拡大や大阪第1データセンターの拡大に加え、経営統合各社の業績が通年で寄与することもあり、売上高４，３００億円、
営業利益２１５億円と４期連続での増収増益を目指す

単位：億円 ２０１６年３月期 ２０１７年３月期 ２０１８年３月期 ２０１９年３月期
２０２０年３月期

（計画）

売上高 2,695 2,832 3,129 3,759 4,300

ＮＴＴ 951 982 1,005 1,283 1,550

マルチキャリア 761 769 841 925 980

環境・社会 536 420 436 563 740

ＩＣＴ 445 659 846 987 1,030

売上総利益 258 335 397 469 505

売上総利益率 9.6% 11.8% 12.7% 12.5% 11.7%

販管費 197 234 230 262 290

販管費率 7.3% 8.3% 7.4% 7.0% 6.7%

営業利益 61 100 167 206 215

営業利益率 2.3% 3.5% 5.3% 5.5% 5.0%
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単位：億円

2019年3月期 2020年3月期

2Q実績 2Q実績
前期比

増減 増減率

受注高 1,597 2,226 + 629 + 39.4%

売上高 1,403 1,829 + 426 + 30.4%

NTT 451 657 + 206 + 45.7%

マルチキャリア 367 387 + 20 + 5.4%

環境・社会

イノベーション
185 265 + 80 + 43.2%

ICT

ソリューション
398 519 + 121 + 30.4%

売上総利益

（売上総利益率）

167

（11.9%）

195

（10.7%）

+ 28

（▲ 1.2p）
+ 16.8%

販管費

（販管費率）

117

（8.3%）

146

（8.0%）

+ 29

（▲ 0.3p）
+ 24.8%

営業利益

（営業利益率）

50

（3.6%）

49

（2.7%）

▲ 1

（▲ 0.9p）
▲ 2.0%

経常利益

（経常利益率）

56

（4.0%）

55

（3.0%）

▲ 1

（▲ 1.0p）
▲ 1.8%

当期純利益

（当期純利益率）

36

（2.6%）

33

（1.8%）

▲ 3

（▲ 0.8p）
▲ 8.3%

繰越工事高 1,476 1,846 + 370 ―

ポイント

受注高は、全事業区分で増加し2,226億円（前期比 +629億円）

売上高は、統合効果に加え、環境・社会イノベーション事業並びにICTソリューション
事業の拡大により1,829億円（前期比 +426億円）と増収

売上総利益は、195億円（前期比 +28億円）と増加したものの、経営統合による
事業ポートフォリオの変化により売上総利益率は低下

販管費は146億円（前期比 +29億円）と増加も、経費削減努力により販管費率は
▲0.3p低下

繰越工事高は1,846億円（前期比 + 370億円）と引続き高水準

受注高
（単位：億円）

2019年3月期 2020年3月期

２Ｑ実績 ２Ｑ実績 対前期増減

NTT 472 776 + 304

マルチキャリア 448 529 + 81

環境・社会 193 256 + 63

ICT 483 664 + 181

合計 1,597 2,226 + 629

※２０１９年３月期２Ｑは、従来グループ（㈱ミライト、㈱ミライト・テクノロジーズ、Lantrovision(S)Ltd）による実績

・売上高は増収 （前期比 +426億円）

・営業利益は微減 （前期比 ▲1億円）

⇒売上高、営業利益とも当初計画に沿って進捗中

・受注は高水準で推移
⇒下期に手持ち工事の完工促進を図ることで通期計画達成を見込む

２. ２０２０年３月期第２四半期決算概況
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50 49
42 

+ 50

▲ 22

▲ 29

2019年3月期

2Q実績

2020年3月期

2Q実績

2020年3月期

2Q計画

○増加要因
▲減少要因

1,403 

1,829 1,830 

+ 206

+ 20
+ 80

+ 121

2019年3月期

2Q実績

2020年3月期

2Q実績

2020年3月期

2Q計画

○増加要因
▲減少要因

■ 売上高の詳細[対前期増減] ■ 営業利益の詳細[対前期増減]

売上高 営業利益 （単位：億円）（単位：億円）

NTT

マルチ
キャリア

環境
社会

ＩＣＴ

売上高
増加

売上総利益率
低下

販管費
増加

○売上高 1,403億⇒1,829億
▲経営統合に伴う子会社増による販管費増

▲事業ポートフォリオの変化による減少

12

対前期 ＋ 426億
対当初計画 ▲ 1億

対前期 ▲ 1億
対当初計画＋ 7億

367億⇒387億
○統合各社の業績寄与
○新周波数帯工事の増加
▲一部モバイル工事の遅れ

451億⇒657億
○統合各社の業績寄与
▲アクセス工事の減少

185億⇒265億
○統合各社の業績寄与
○メガソーラー建設工事の完工増加
○土木工事の完工増加

398億⇒519億
○統合各社の業績寄与
○大阪第1DCの本格稼働
▲TV受信対策工事の減少

売上高増加により、+50億円の増益

事業ポートフォリオの変化等による売上総利益率の低下

経営統合に伴う子会社増による販管費の増加（＋29億円）

NTT事業は、統合各社の業績寄与はあるが、アクセス工事の完工減少

マルチキャリア事業は、新周波数帯工事が増加したが、一部モバイル工事に遅れ

環境・社会イノベーション事業は、大型太陽光工事、土木工事の完工増加

ICTソリューション事業は、 TV受信対策工事は減少したが、DC等ストックビジネスが
増加



単位：億円

2019年3月期 2020年3月期

2Q実績 2Q実績
前期比

増減 増減率

受注高 1,597 1,727 + 130 + 8.1%

売上高 1,403 1,453 + 50 + 3.6%

NTT 451 426 ▲ 25 ▲ 5.5%

マルチキャリア 367 344 ▲ 23 ▲ 6.3%

環境・社会

イノベーション
185 233 + 48 + 25.9%

ICT

ソリューション
398 448 + 50 + 12.6%

売上総利益

（売上総利益率）

167

（11.9%）

165

（11.4%）

▲ 2

（▲ 0.5p）
▲ 1.2%

販管費

（販管費率）

117

（8.3%）

121

（8.3%）

+ 4

（ 0.0p）
+ 3.4%

営業利益

（営業利益率）

50

（3.6%）

43

（3.0%）

▲ 7

（▲ 0.6p）
▲ 14.0%

経常利益

（経常利益率）

56

（4.0%）

48

（3.3%）

▲ 8

（▲ 0.7p）
▲ 14.3%

当期純利益

（当期純利益率）

36

（2.6%）

26

（1.8%）

▲ 10

（▲ 0.8p）
▲ 27.8%

ポイント

受注高は、全事業区分で増加し1,727億円（前期比 +130億円）

売上総利益は、165億円（前期比 ▲2億円）と微減、下期偏重の傾向及び事業ポート
フォリオの変化等が影響し、同比率は低下

販管費は121億円（前期比 +4億円）と微増も、経費削減努力により同比率は横ばい

営業利益は、43億円（前期比 ▲7億円）と減益

通期計画は、売上高 3,355億円（前期比 +47億円〔前期実績 3,308億円〕）、営業利益
180億円（前期比 +4億円〔前期実績 176億円）と増収増益を見込む

受注高
（単位：億円）

2019年3月期 2020年3月期

２Ｑ実績 ２Ｑ実績 対前期増減

NTT 472 494 + 22

マルチキャリア 448 464 + 16

環境・社会 193 215 + 22

ICT 483 553 + 70

合計 1,597 1,727 + 130

（参考） ２０２０年３月期第２四半期決算概況（従来グループ）
※従来グループとは、（㈱ミライト、㈱ミライト・テクノロジーズ、Lantrovision(S)Ltd）による実績

・受注はＮＴＴを含めて全分野で前年比増

・売上高はベースドメイン（ＮＴＴ・マルチキャリア）が期ずれにより前期比減だが、
フロンティアドメイン（環境社会・ＩＣＴ）がカバーし増収 （前期比 +50億円）

・営業利益は事業ポートフォリオの変化等により減益 （前期比 ▲7億円）
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Ⅲ 株 主 還 元



24 24 27 37 38
25

25

79

67.2%
76.6%

24.1% 23.6%

95.4%

0%

50%

100%

0

75

150

配当金総額（左） 自己株式取得額（左） 総還元性向

■ 株主還元の推移

（単位：億円）

2016年3月期 2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期
2020年3月期
（計画）

配当金総額 24億円 24億円 27億円 37億円 38億円

当期純利益 36億円 64億円 115億円 257億円 150億円

1株あたり年間配当金 30円 30円 35円 40円 40円

発行済株式数 85,381千株 85,381千株 85,381千株 108,325千株 108,325千株

自己株式数 4,050千株 5,985千株 5,840千株 6,418千株 11,919千株

自己株式取得額 － 25億円 － － 104億円

連結配当性向 67.2% 37.6% 24.1%
13.5%

（注） （23.6%）
25.7%

連結総還元性向 67.2% 76.6% 24.1%
13.5%

（注） （23.6%）
95.4%

ROE 3.0% 5.2% 8.8%
15.4%

（注） （9.4%）
－

（注） 2019年3月期の連結配当性向、連結総還元性向、ROEの（ ）内の数値は、経営統合に伴う負ののれん影響額を除いた数値で算出。 15

 2020年3月期は、年間配当金1株当たり40円（中間配当金 20円、期末配当金 20円）の継続（予定）に加え、合計104億円（5月 24.8億円、9月 79.6億円）の
自己株式取得を既に実施済みであり、総還元性向95％の予定

 2019年9月に初めて転換社債の一部行使が発生（10億円）、自己株式を割り当て交付にて対応。株式価値の希薄化を抑制する方針

 今後においても、従前の基本的な株主還元方針（株主還元は、安定的・継続的な配当を維持しつつ、総還元性向30％以上を目線に業績・資金状況等を勘案し
総合的に判断）を維持

１. 株主還元について



Ⅳ 各事業の動向



320 378 388 441 451 

337 

573 594 564 

832 

893

0

800

1600

2016年3月期 2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期

（計画）

（単位：億円）

１. ＮＴＴ事業の動向

■ 売上高推移 ■ 主な取組み

出所：ＮＴＴ発表資料より当社作成

1,770 1,560 1,540 1,610 1,500 

5,834
5,479 5,496 5,410 5,200

0

3,000

6,000

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

（計画）

うち
光化投資額

（単位：億円）

（注） 1. 2017年度よりIFRSによる数値「地域通信事業セグメント」を記載

（参考）NTT東西の設備投資額推移

1,283

1,550

2. 2018年度以降の光化投資額は、事業計画認可申請時の数値を記載
17

951 982 1,005

657
上段：２Q実績
下段：１Q実績

内容

売上
拡大

設備改善
提案

• 継続的な提案営業の実施
⇒エリア単位の点検（エリアラウンド方式）の開始（7月～）
および継続的な不良設備更改

• 日常点検による不良設備更改提案
⇒不良基盤設備更改（マンホール・管路・橋梁管路）

設備運営
業務

・保守業務の拡大等

⇒業務領域の拡大
（ビジネス系、所内協業化、NW保守、所内ジャンパ）

⇒エリアの拡大

利益
改善

事務所統合
と環境改善

• ロケーション分散による非効率性を改善するため、
事務所統合を推進

・事務所の環境改善による社員モチベーションUP

グループ運営
の強化

・JV5社の施工班、技術者等の積極的な人材の共有

・各社との施策共有、ベンチマーク等による収益改善

• システムの統一による効率化

 NTTの投資は減少傾向だが、不良設備更改は堅調

 電柱更改工事などアクセス工事は減少するものの、積極的な設備改善提案や西日本エリアでの設備運営業務の拡大等により、売上の減少幅を抑制

 事務所統合や5社統合によるシナジーの創出（システム統一、全国規模での稼働コントロール）により、利益率を改善



設備改善提案による売上拡大

設備運営業務の拡大

 架空構造物の点検に関して、2019年7月以降、保守エリア内を収容局単位でグ
ルーピングし、５年周期のエリア単位点検「エリアラウンド方式」がスタート

0

100

200

2017.3 2018.3 2019.3 2020.3

（計画）

＜売上高推移（全国）＞

（単位：億円）

統合に
よる増

 西日本保守（宅内+ネットワーク）エリア拡大
601ビル ⇒1,015ビル（+414）

 ネットワーク保守に伴う
ＩＣＴを活用したリモート支援体制

【ネットワーク機械室(通建)】

タブレット端末

カメラ

【リモートセンタ(ＮＴＴ)】

画像で確認しながら
オンサイトでの故障
修理を指示、支援

●熟練経験者のリモート指示による技術指導

●リモートセンタの確認による事故防止

手順書・マニュアル等の表示

現場映像の撮影、送信

事務所統合と環境改善

県域 対象拠点 事務所イメージ

MRT
東京

【舟渡ビル】
2019年２月12日 完了
池袋技術C
板橋技術C が統合
2019年8月SL事業部が入居

MRT
千葉

【長沼ビル】
2020年 1月統合予定
長沼技術C
古市場技術C

【成田ビル】
2020年 ７月統合予定
成田技術C（大袋）
成田SSC（幸町）
銚子技術C

MTC
埼玉

【所沢技術センタ】 環境改善
建築中
＜2020年5月業務開始＞

長沼ビル建設中

成田ビル建設中 2019/9/4現在

2019/9/4現在

グループ運営の強化

所沢技術センタ

【点検対象設備の拡大】

●他社柱のNTT設備の点検

●各社で個々に運用しているシステムを統合し、開発・運用の
費用削減（開発中）

●ITを活用した各社の効率化施策の共有、展開

●費用構造の各社比較・分析による収益の改善に取り組み中

 事務所統合等のスケジュール

安全確保、品質向上

これまでの設備点検

生産性
向上

面的な点検による効率化

●ICT技術を活用した、安全で効率的な点検
＊ドローン、吊り線カメラ

●AI画像解析で個人差のない正確な判定
＊腐食判定AP

判定方法の高度化

人材の共有

システムの統一

KAIZENの取組み
統
合
に
よ
る
シ
ナ
ジ
ー

●新たに3社が加わり、KAIZEN大会の合同開催
による施策の更なる水平展開

●災害時の、各社エリアを超えた機動的な支援活動による早期復旧

2019/9現在

：当年度の点検柱

２年目３年目４年目

５年目

（５年ラウンド方式）

保守拠点保守拠点
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（計画）

（単位：億円）

5,952 5,971 5,770 5,937 5,700 

5,314 5,194 5,608 6,017 6,100 

4,125 3,205 3,500 
3,802 4,300 

33 
83 未公表

0

10,000

20,000

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

（計画）

楽天

Soft Bank

KDDI

NTTドコモ

出所：各社発表資料より当社作成 （注） 1.NTTドコモは2017年度よりIFRSによる数値
2.Soft Bank は2016年度まではソフトバンクグループにおける国内通信事業の設備投資額を記載
3.楽天は設備投資額のうち、モバイルの合計値を記載

15,391
14,911

（単位：億円）

14,370

（参考）モバイルキャリアの設備投資額推移

■ 売上高推移 ■ 主な取組み

925
980

※i-Constructionは国土交通省が推進する建設現場の生産性向上を目的とした、ICT技術を活用する取組み

※RPAはRobotic Process Automationの略

２. マルチキャリア事業の動向

19

841
769761

内容

売上拡大

4Gの高度化
周波数拡大

• 3.5GHz、700MHz関連工事の促進

⇒支店・協力会社など相互支援によるリソース拡充

⇒業務プロセス改善と進捗管理強化

• 1.7GHz、3.4GHzの関連工事本格化に向けた対応

不感地対策

• 五輪関連エリア

• 地方道路トンネル

• 地方の不感地エリア等

事業領域
拡大

• 楽天モバイル工事への参入

• 5G関連

⇒プレ工事、実証実験、本格整備への参画

・インフラシェアリングへの取組み

利益改善

効率化
推進

• システム化等による間接業務・現場業務の効率化

⇒プロジェクト管理・現場管理システム

⇒現場支援ツール（i-Construction※含む）

⇒RPA活用※

・業務平準化の推進

⇒完工推進・前倒し、リソース適正配置等

工事能力
向上

• 子会社との連携改善による工事能力向上

⇒2019年6月トーエイ電気通信(株)を100%子会社化

⇒社員出向、直営工事班設置

グローバル
（24ページ参照）

• 売上拡大により利益改善（オーストラリア）

• 売上減少を踏まえた経営安定化（ミャンマー）

387
上段：２Q実績
下段：１Q実績

 5G工事については、プレサービス施設工事を実施、商用サービス向け工事コンサルを開始

 新周波数（1.7GHz帯、3.4GHz）関連工事の本格化と楽天モバイル向け工事への参入により売上拡大

 モバイルキャリアの投資は4G高度化 （3.5GHz、700MHz）関連工事の継続により引き続き堅調

15,839



モバイル（5G）関連の動向

2019年

 全国を10㎞メッシュに区切り、都市部地方問わず産業可能性のあるエリアに整備

・全国への展開可能性の確保 → 5年以内に50%以上のメッシュで5G高度特定基地局を整備

・地方での早期サービス開始 → 周波数割当後、2年以内に全都道府県でサービス開始

電柱・外灯
低層
看板

中層壁面

低層壁面

推測される
工事場所

中層屋上

低層
窓面

 5Gエリアイメージ（2020年導入当初）

スモールセル
（半径～100m）

マクロセル
（半径 2～3㎞）

4G（LTE）エリア
5Gエリア

５Ｇ基地局整備前倒し

マクロセルによる
全国展開

既存サイト
への追加
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シ
ス
テ
ム
等
の
水
平
展
開

営業

受注
管理

契約
原価
管理

設計
積算

施工
管理

現場
作業
支援

請求・
支払い

〇〇
業務

“RPA”活用及び“ツール”開発

業務プロセス見直し

現場支援
ツール

プロジェクト
管理システム

“i-construction”
推進

発注者システムに合わせ事業に即した最適なシステムを準備中

業務システム化ツール開発の推進

水平展開から 生産性向上拡大

経営統合による統合プロセス協業体制の構築

 グループ全体のリソースを最大限活用し、受注・売上・利益の拡大を目指した
協業体制を確立、運用開始

キャリア事業ごとに検討
タスクフォースを立ち上げ具体的対策を推進中

シナジーに向けた課題
コスト構造比較と改善
外注費,間接費等コスト内訳の比較にコスト改善

共通業務の連携・集約化
個社業務フローの共通部分確認と具体的連携

稼働の効率化リソース共有
稼働相互補完の可能性と協力会社共有 , 子会社活用

現場業務の効率化・共通化
システム化,ツール開発の水平展開や施策の紹介

拠点の効率化
拠点関連資産の情報共有から開始(拠点集約等の検討)

人材の育成
ノウハウの水辺展開 合同研修他 人材交流等の検討

生産性向上への取り組みとモバイル事業における統合シナジー

5Gサービスへの取り組み

総務省アイディアコンテストの実証【５Ｇ技術を活用したゴルフ場経営改善】

 NTTドコモ様・関連パートナーと連携して
①実際のゴルフ場でのボール探し ②プレー共有等のサービス実証を予定

[5G端末]

[カメラ]

高精細な映像をライブ配信

MECでショットを解析し、
ボールの落下地点を解析

➊
あった

プレイの様子を
高速アップロード

ゴルフ場

➋
[5G基地局]

5G網

①

[Mobile Edge Computing]

システム

5G
5G

5G

大容量の映像を低遅延で伝送②

●●ゴルフ倶楽部

１８Ｈ Par5/502Yard

打出方向 打出角度

14°4°

バックスピン サイドスピン
XXX XXX

ボールの落下地点を
スマホに表示

NiceShot



 メガソーラー建設工事、土木工事の完工増加により売上拡大

 太陽光関連については、メガソーラー建設工事から自家消費型（多店舗屋根型）太陽光並びにO&M事業の拡大にシフト

 2020年に向け、インフラ整備関連工事などの拡大に注力（無電柱化、EV充電器、街灯LED、道路照明等）
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■ 売上高の詳細
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EV充電器

蓄電池

太陽光

土木等

電気・空調等

（単位：億円）

563
536

420 436

内容

新エネルギー

【太陽光】

• 屋根型ミドルソーラー + 蓄電池（自家消費型）

（ホームセンター、運送会社、ドラッグストア等）

• O&M（2019年9末時点）

⇒全国14発電所でO&M展開

• メガソーラー建設工事（2019年9末時点）

⇒2019年度 3箇所（6MW）完成

⇒現在全国10箇所（191MW）で建設工事を実施中

【その他新エネルギー】

・EV充電器

⇒EV自動車メーカー、充電設備関連メーカーとの連携

強化

土木工事等

• 無電柱化推進

（売上高 38億円計画）

⇒東京五輪施設周辺等

• 東京都上下水道工事

⇒東海工営及び都建設のM&A

（前年度売上高２社計約20億円）

電気・照明

• 地方自治体のLED設置工事（道路照明、安全灯）

• 高速道路照明設備工事

• M&A子会社を活用した事業拡大

⇒西日本電工（九州）、塚田電気工事（東北）

EV充電器

■ 売上高推移 ■ 主な取組み

740

563

740

LED設置工事

３. 環境・社会イノベーション事業の動向
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436420

536

無電柱化
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土木工事の取組み

【先斗町無電柱化工事の特徴】

京都を代表する景観地域で、狭隘道路であることが特徴であり、日本初となる新工法(小型
BOX方式)により施工中。新工法は、従来の工法よりも安価・短工期で実施でき、これまでに
東京都をはじめ、多くの自治体が見学に訪れるなど注目されている工事である。

 無電柱化工事（京都 先斗町）を、狭隘道路に対する複数の新工法にて実施

 上下水道本管工事

推進マシーン据付状況

ヒューム管推進状況

東京都水道局発注の大型推進工事等を受注

※東京都水道局水道工事イメージアップコンクールで優良賞を受賞

Φ800mm推進マシーン

太陽光関連の取組み

2010
家庭用発電の幕開け

2012
大規模発電市場の幕開け(FIT）

2019
自家消費の本格化

FITから自家消費＋O&Mへ

自家消費型太陽光（屋根型太陽光＋蓄電池＋HEMSの需要が喚起）

⇒スーパー、ホームセンター、住宅メーカー向けに建設

太陽光O&M

⇒大型メガソーラーについて自社センターで監視・保守

IoTを活用したスマートコミュニティ構築事業
（浪江町災害公営住宅）

屋根型太陽光工事

スマートコミュニティ

オペレーションセンタ

蓄電池
LoRaWANを活用した
地産地消のEMS

HEMS

家庭用太陽光

道路照明設備関連の取組み

 省エネ、防犯を目的とした自治体LED街灯設置工事の定常化

 老朽化や事故防止対策を目的とした道路関連設備工事（速度誘導灯設置、照明
設備改修）、ETC設備工事、ラジオ再放送設備工事も拡大

＜LED街灯設置工事・道路関連設備工事の推移＞

（単位;億円）
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40
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＜無電柱化工事の売上高＞

新3ヶ年計画開始
（国交省）

海外の無電柱化率との比較

100%

100%

49%

8%

ロンドン・パリ・香港（2004年）

シンガポール（2001年）

ソウル（2017年）

東京23区（2017年）

出所：国土交通省資料より当社作成

※上記の施工方法や工事品質を京都市に認められ、大きな信頼を得たことにより、先斗町
近隣の三条通の無電柱化工事(道路工事・街灯工事も含む)についても受注

ＬＥＤ街灯 道路関連設備

狭隘地で新工法にて実施

狭隘地で重量物を人力運搬で実施

施工前 施工後



■ 売上高の詳細

 五輪開催を契機とした新たなビジネスチャンスを積極的に開拓（LAN、Wi-Fi、セキュリティ関連等）

 ラントロビジョン社については、今後は地域拡大に加え事業分野拡大に取組む

 700MHzTV受信障害対策工事はピークアウトし売上減

内容

LAN／PBX／
通信設備

• ラントロビジョンとの営業連携強化（国内・海外）

• オリンピック、パラリンピック施設などのICT化提案

ストック／DC

• 自前DCの構築運用（2019年5月～フル稼働）

• ネットワークDCによるサービス拡大
⇒フロアOEMサービス
⇒トータルDCマネジメントサービス
⇒NW型仮想DCサービス

• コンタクトセンタソリューション
独自開発商品「Casting Table 3.0」の導入促進
（2019.9末時点） 76社287拠点導入
⇒クラウドを促進し、ストックビジネスの拡大を図る

クラウド・NW

• 企業の高度技術ニーズへの対応強化

⇒SD-WAN※によるNW構築

⇒HCI※仮想化基盤技術の活用

Wi-Fi

• Wi-Fi導入促進

⇒ホテル、商業施設、スタジアム、多店舗ユーザ等

⇒高セキュアサービス（次世代UTM、ログ保管）

⇒NW設備、監視カメラ等と一括導入提案

物販
• 小中高校へのPC、サーバー販売（四国通建）

• モバイル関連物品の販売（大明通産）

スタジアムWi-Fi
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Wi-Fi

ストック・DC

クラウド・NW

ソフト

LAN・PBX

物販・その他

放送波

（単位：億円）

987

445

659

846

データセンタ

■ 売上高推移 ■ 主な取組み

1,030

※Hyper Converged Infrastructureの略。
サーバ、ストレージ、仮想化機能を集約したシンプルなインフラとして導入、運用の負荷を軽減

※ Software Defined Wide Area Network の略。

ソフトウエアのルーティング（接続機能）実現し、企業NWのパフォーマンス向上とコスト削減を実現

987
1,030

LAN配線工事

４. ＩＣＴソリューション事業の動向
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846

659

445
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＜導入台数推移＞

Wi-Fi関連の取組み

 ee-TaB*（イータブ・プラス®）

データセンター事業の取組み

 自前DCの構築運用

拡 大

賃貸DC

ニーズに応じて
NW化  フロアOEMサービス

 トータルDCマネジメントサービス

 NW型仮想DCサービス

自前DC

2018年6月 大阪第1データセンターをサービス開始

2019年5月 全フロア提供を完了しフル稼働運用開始

 ネットワークDC※によるサービス拡大

大阪第1データセンター

※地下ケーブルで賃貸DC等と連携し、自前DCで培っ
たノウハウにより、更なるサービス拡大を実現

タブレットイメージ

（単位;台）

SD-WANの取組み（NWのソフトウェア化）

 企業の高度技術ニーズへの対応強化
 Office365などパブリッククラウドへの通信をローカルブレークアウトしてNW負荷を軽減

 SD-WANにより、一括で迅速な設定変更、バージョンアップ、WANに接続されている
機器の一元管理を実施

＜クラウド・NW関連工事の売上高＞

（単位;億円）

24

グローバル事業の取組み

フィリピン

日本

オーストラリア

スリランカ

ミャンマー

Daimei SLK社 売上高計画 1.8億円
※連結対象外 MTM社 売上高計画 0.4億円

MPI社：売上高計画 7億円
※持分法適用対象

MTA社：売上高計画 59億円

シンガポール

ラントロビジョン社
売上高計画 165億円
※13ヶ国・地域28都市に及ぶ
グローバルな営業拠点

 グループ売上高は230億円を計画

（ICT区分（ラントロビジョン） 約165億円 マルチキャリア区分 約65億円）

＜ラントロビジョンによる海外事業戦略＞

不安定なアジア情勢の影響から事業環境
に変化の兆しあるも

⇒大規模プロジェクトを中心に売上を維持

⇒相互顧客紹介によるグループ運営強化

⇒地域拡大に加え事業分野拡大に取組む

0

4,000

8,000

2014 2015 2016 2017 2018 2019

＜導入台数推移＞

⇒ ee-TaB*は2014年、サービスプラットフォームとして2020東京オリンピック・

パラリンピックを見据えスタート

⇒ ゲストの利便性とホテルの生産性の双方を高める多彩な機能を有し、ホテル御三家を
含めた全国35施設約7,500台を導入（2019年9月末現在）



オリンピックを契機とした新たなビジネスチャンスの開拓

 ミライトグループは、「地の利」を活かして湾岸エリアの通信インフラ、電線地中化事業
等に積極的に参画

 2020年東京オリンピック・パラリンピック開催を契機として、通信事業者やゼネコン等
との連携により、新たな事業分野を開拓してビジネス拡大を強化

不感地対策工事／配線設備工事

五輪競技場他

Wi-Fi設置工事

幕張メッセ 国際会議場
（高密度Wi-Fi）

※NTT東日本より受注

■ 取組み事例

道路照明工事

首都高羽田1号線

無電柱化工事

江東区（五輪施設周辺）

品川区（大井海浜公園）

東京湾岸エリア

インバウンド需要

三井ガーデンホテル他
（LAN、PBX、Wi-Fi）

豊洲（ミライトHD本社）

新木場（ミライト工事事務所）

枝川（ミライト工事事務所）

配線設備工事

５. 新たなソリューションの取組み

（動くセンサー）ドローン事業への取組み

 ドローンは各種センサとの組合わせにより無限の可能性があり、通信建設会社の人材、
組織をベースに、他企業とのアライアンスを活用し、設備点検、測量、農業、災害復旧
などの市場をターゲットとして多様なサービスを実現

①人材・拠点
・ドローンスクール、熊谷市、神戸市にて開講中
⇒3年間で約500名のパイロットを輩出（2019年9月現在）
⇒企画運営、自動航行、初心者コース等、ニーズに合わせてカリキュラム開設

・広域運用サービス「ドローンテクノポート」構築
⇒パートナー会社（通信建設会社１１社等）で組織したパイロットネットワークを構築
⇒全国４２のサービス拠点を設置し110名のパイロットを配置（2019年9月現在）

③アライアンス
・NTTグループよりの設備・局舎点検、被災地調査受託
⇒関西エリアの通信設備（約200か所）、建物（約20か所）の点検

・コマツ社「Everyday Drone」キッティングを受託 （近畿電機と協業で受託）
⇒700台の保管、キッティング作業を近畿電機と協業で受託。

・ファームアイ社（ヤンマー社とコニカミノルタ社の合弁会社）「稲の生育状況調査」受託
⇒パイロットの育成を行い東北、関東で約2,000haを撮影

・南海ビルサービス社「吹田市立武道館の屋根点検」を受託
⇒従来の足場設置での調査に比べ、約1/10以下のコスト、期間は1/5以下に短縮し、
安全に実施できることを確認

②システム
・国土交通省中部地方整備局、東北地方整備局より全天候型ドローン受注
⇒河川管理の目的で中部地方整備局7台、東北地方整備局5台

・NTTファイナンス社と協業でドローンリースを受注
⇒神戸市建設局

稲の生育状況調査 撮影

データ配信

屋根点検 撮影被災地調査

講習

運用代行
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■2020年3月期の取組み

①資産の自前化と不要資産売却によるコスト減効果 + 1.1億円

・舟渡ビル（池袋技術センタ）による集約効果 0.7億円

・独身寮新設による借上社宅費用減 0.4億円

②子会社再編効果 + 0.5億円

・トーエイのM&Aによる利益増 0.5億円

③その他経費削減 + 5.2億円

・退職給付費用減 0.6億円

・統合関係費用減 2.6億円

・その他経費削減 2.0億円

 グループ運営体制を強化し、工事能力、顧客基盤、利益構造を改善

グループ運営体制強化

６. 事業基盤強化の取組み

HD

事業会社5社（MRT、MTC、TTK、ソルコム、四国）

NTT
マルチキャリア
（モバイル）

ソリューション
（環境・ICT）

NTT系
子会社

モバイル系
子会社

協力会社

ソリューション系
企業

顧客 顧客

アライアンス
M&A

①

②

③

M&A

社員化

間接費削減効果 （+ 7億円）

ドコモ本部 子会社
協力会社
（トーエイ）

M&Aで子会社化
（利益取り込み、働き手拡大）

ミライトHD
TTK

ソルコム
四国通建

退職給付費用減
統合関係費用減
上場関係費用減

① NTT事業、マルチキャリア事業の強化

⇒トーエイ電気通信のM&A（モバイル） ※2019年6月実施

② ソリューション系事業の拡大

⇒東海工営及び都建設のM&A（環境・社会） ※2019年10月実施

③連結子会社の合併、100％子会社化

⇒合併： ソルコムマイスタとアイネット通信（NTT） ※2019年6月実施

経営統合
時価評価

28 28
41

52
591.7% 1.7%

2.5%

3.0%
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営業利益

営業利益率

＜ミライト、ミライト・テクノロジーズ子会社の営業利益の推移＞

（単位;億円）

33社 33社 35社 36社 35社

独身寮（たまプラーザ） 独身寮（鹿浜）
子会社C

子会社B

ソリューション系
子会社A

合併
100％子会社化
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・地域社会への貢献 （社会を守る）

⇒インフラ設備の構築

（通信・監視カメラ・高速道路・上下水道工事など）

⇒台風・地震等大規模災害時のインフラ設備の早期復旧

・安全に関するハード、ソフト両面の仕組み作り （社員を守る）

⇒安全パトロールの実施

⇒クラウドドライブレコーダーの導入

・ダイバーシティの推進 （女性・シニア・障害者雇用推進）

⇒「えるぼし（最高位）」、「くるみん」取得（ミライト・テクノロジーズ）

①KAIZEN活動
・ゼロ災害（安全）と最高の品質を改善活動で結ぶ12300人（グループ従業員数）

ANZEN HINSITSU KAIZEN 「AKH123」活動

・自律と自主性のある改善活動を推進する 「KAIZENフェロー」（2019年9月現在 74名）

②働き方改革
・時間外労働の適正化と年次有給休暇の取得促進
・各種制度の整備（フレックス、変形労働、テレワーク）
・業務ツールの改善による効率化推進（ペーパーレス化、出張抑制推進）
・ICTの活用による効率化（RPA、 i-Construction）

①統合による施工人員・資格保有者増
施工人員
６，９００人 ⇒ ９，１５０人 （＋２，２５０人）

延べ資格数
１１，５００資格 ⇒ １７，０００資格 （＋５，５００資格）

②資格者の拡大
・重点的に取得する資格の設定

⇒電気工事士、陸上無線技術士、ドローン等

・マルチスキル化の推進

⇒今後の事業展開等に対応した複数資格取得の推進

・受検予定者を指名

③多様な人材の強化
・エンジニアリング人材の強化

・子会社の人材強化

統合シナジーによる人材基盤の強化

KAIZEN活動、働き方改革

※グラフ赤字はMRT、MTC、青字はMRT,MTC、TTK、ソルコム、四国社員の合計

・コーポレートガバナンスの強化

⇒内部統制システムの構築と運用

⇒コンプライアンス委員会、リスク管理委員会による課題対応

⇒年に一度、全取締役及び監査役を対象とし、取締役会全体の機能向上等を
目的として、取締役会の実効性に関する自己評価を実施

⇒社外取締役を委員長とする指名・報酬委員会の設置 （2018年12月）

・株主の権利・平等性の確保

⇒資本コストを意識した経営の徹底（WACCの把握、政策保有株式縮減）

⇒株主との建設的な対話の充実（海外IR、個人投資家説明会、オンライン説明会）

ＥＳＧの取組み

E 環境

S 社会

G ガバナンス

47 

123 
159 

201 

288 

0

200

400

2014 2015 2016 2017 2018

・再生可能エネルギー普及への貢献

⇒太陽光発電EPC事業

・新エネルギー普及への貢献

⇒ＥＶ充電器

⇒蓄電池システム

・環境マネジメントシステム（ISO14001）認証

当社施工太陽光発電設備の

発電容量（累計）MW

KAIZEN・提案件数の推移

10,298 

14,727 
16,794 

18,379 

2015 2016 2017 2018

提案の質の向上と展開

改善提案活動から生み出された物品・工法の改良や開発
に加え、RPAの積極的な導入による業務改善を実施

電柱・ケーブル復旧

移動体基地局復旧

７. ＥＳＧ関連の取組み

828 875 
984 

1,143 

1,583 
1,742 

2016 2017 2018 2019

電気工事士（第1種/第2種）

865 894 910 
978 

1,078 
1,153 

2016 2017 2018 2019

陸上無線技術士/陸上
特殊無線技術士（第1級）

EV充電器 蓄電池システム

RPA活用向け研修会光ｹｰﾌﾞﾙ自動算出ﾂｰﾙ
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Ⅳ 参 考 資 料



951 982 1,005 

1,283 

1,550 

761 769 
841 

925 

980 
536 420 

436 

563 

740 

445 659 

846 

987 

1,030 

0

1,500

3,000

4,500

2016.3期 2017.3期 2018.3期 2019.3期 2020.3期

（計画）

■環境・新エネルギー、社会インフラ構築、電気・空調設備の建設・保守等

■移動体通信設備の建設・保守・運用等
■ＮＣＣ向け固定通信設備、ＣＡＴＶ工事、グローバル等

■クラウド・オフィスソリューション・Ｗｉ－Ｆｉ・ソフト・放送波等
■一般企業等の情報通信システムの建設・保守・運用

 主力事業である通信インフラの設備構築（固定通信、移動体通信）を基に、ＩＣＴ、環境、エネルギーなど幅広い分野で事業を展開

■ＮＴＴ向け固定通信設備の建設・保守・運用等

（単位：億円）

2,695

■事業別売上高の推移

ＮＴＴ

マルチ
キャリア

環境・社会

3,759

4,300

2,832

3,129

（１）事業概要

ＩＣＴ

１. ミライト・ホールディングスの概要
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30

アクセス

１５社

NW

２社

土木

３社

発注

 ＮＴＴ事業、マルチキャリア事業（モバイル）では、設計・積算・現場管理などトータル責任は事業会社が担当し、工事は子会社・協力会社が実施

 全国施工体制を１，０００社２０，０００名超の協力会社と一体で構築

 環境・社会イノベーション、ＩＣＴソリューション事業では、子会社がソリューション、ソフトウェア、アウトソーシング、商社等多彩な事業を展開。Ｍ＆Ａ等により事業領域を拡大

ミライトＨＤ

ミライト、ミライト・テクノロジーズ、Lantrovision、ＴＴＫ、ソルコム、四国通建

NTT事業 マルチキャリア事業
環境・社会

イノベーション事業

トータル責任、全体コーディネーション

モバイル

４社

海外

２社
（他２社）

アクセス
土木

５社

電気
空調

５社

商社
リサイクル

４社

アウト
ソーシング

３社

ソフト
ウェア

５社

ソリュー
ション

３社

海外

１６社
（他５社）

ICTソリューション事業

従事者
6,050名

従事者
100名

（２）グループフォーメーション（２０１９年９月３０日現在）

連結子会社
67社
従事者

6,550名

当社設立後の
M&A及び
新設子会社

• ㈱アクティス
• ㈱プラクティカル・ソリューションズ
• タイムテック㈱
• ㈱トラストシステム

・ ㈱リブネット（図書館アウトソーシング）
・ ㈱ホープネット（人材派遣）

• ㈱日設（空調事業）
• ㈱ミライト・エックス（蓄電池）
• 西日本電工㈱（ビル･エネルギー事業）
• 塚田電気工事㈱

• Lantrovision（シンガポール）
〔連結子会社16社〕

• MIRAIT Technologies Australia（オーストラリア）

• MIRAIT Technologies Myanmar（ミャンマー）

• ㈱沖創工（沖縄県での設備工事）
• 片倉建設㈱（下水道事業）

発注

• ㈱ラインコネクト（直営工事能力向上）

（国内）協力会社 約１，０００社
従事者

20,000名超



リソース（技術）

通信・土木・建築技術

工事担任者（A1・DD総合種）
一級土木施工管理技士
一級建築士

660名
355名

15名

電気・電力・交換技術

電気主任技術者
一級電気工事施工管理技士
第一種電気工事士

70名
355名
400名

無線・放送技術

第一級陸上無線技術士
第一級陸上特殊無線技士
第1級CATV技術者

95名
1,100名

30名

ICT関連技術

シスコ技術者認定CCIE

情報技術者
ドローン

55名
1,590名

75名

資格保有者（延べ資格数）

施工系社員
ソフト系社員
合計

8,000名（12,400資格）
1,150名（ 4,600資格）
9,150名（17,000資格）

＜主な内容＞

現在の事業活用 今後拡大する活用領域

NTT事業

マルチキャリア事業

通信・土木

土木・建築

電力・交換

電気

電力

伝送・交換

無線

放送

ＬＡＮ・ＷＡＮ

サーバー

ソフト

無線

環境・社会
イノベーション事業

ICT

ソリューション事業

エンジニアリング領域 拡大領域

Wi-Fi構築
（オリンピック対応）

無線

ＬＡＮ・ＷＡＮ Wi-Fiソリューション

ＬＡＮ・ＷＡＮ

サーバー無線

無電柱化
（オリンピック対応）

土木

EV充電器

土木・建築

電力

無線

太陽光

電気

クラウド・DC

電力・交換

ＬＡＮ・ＷＡＮ

サーバー

次世代モビリティ
（ITS/スマートカー）

電力

無線

ＬＡＮ・ＷＡＮ

ソフト

環境エネルギー

電気

ドローン

スマートシティ

老朽インフラ対策
（構造解析・センサー等）

土木・建築

無線

センサーネットワーク

無線

通信・土木

IoT、5G活用のソリューション

ＬＡＮ・ＷＡＮ サーバー

電気無線

ＬＡＮ・ＷＡＮ サーバー

通信

無線通信

（３）技術を活用した事業領域の拡大（２０１９年９月３０日現在）
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２. モバイルの市場環境の変化

2019年度～2018年度

通信方式（世代）
通信速度

モバイル全般

2020年度以降

（注） PREMIUM 4Gは、NTTドコモが提供しているキャリア・アグリゲーション技術を使用した通信サービスのこと

～１Gbps～

スマートフォンの普及
接続デバイスの増加
データオフロード対策

周波数帯の拡大
地下鉄駅間対策

東京オリンピック・パラリンピック

（５Ｇ）

データ通信量の急増

周波数イベント

４Ｇの高度化

周波数逼迫対策

NTTドコモ
KDDI
ソフトバンク

700MHz帯

3.5GHz帯

設備投資総額（2014～2019年累計） 約4,300億円予定（３社合計）

設備投資総額（2014～2025年累計） 約6,400億円予定（３社合計）

ＬＴＥ-Ａｄｖａｎｃｅｄ（４Ｇ）

５Ｇ導入に向けた動向

3.4GHz帯

NTTドコモ
ソフトバンク

1.7GHz帯

KDDI

楽天

▲（ドコモ）2020.1サービス開始

▲（ソフトバンク）2020.3サービス開始

設備投資総額（2018～2028年累計）約1,700億円（2社合計）

設備投資総額（2018～2028年累計）約7,700億円（2社合計）

▲（3キャリア）2018年度人口カバー率 50%超目標

▲（KDDI）2019.3サービス開始

▲(KDDI)2019.1 受信最大 1,237Mbps

～10Gbps

▲（ドコモ）2019年冬 受信時最大1576Mbps

▲ （ドコモ） 2018.12LTE基地局199,500局(うちPREMIUM4G  131,800局）

出所：各種公表資料等より当社作成

28GHz帯

2019.4 周波数割当▲

▲（2キャリア）2025年度
人口カバー率 80%目標

▲（2キャリア）2022年度
人口カバー率 50%目標

3.7GHz帯

4.5GHz帯

設備投資総額（2019～2024年累計）約1兆6,000億円（4社合計）

（ドコモ）▲2019.9 プレサービス実施

（ソフトバンク）▲2019.7 プレサービス実施

（KDDI）▲2019.9 プレサービス実施

（ドコモ）▲2020年春 サービス開始予定
(ドコモ) ▲2021年末10,000局

（KDDI、ソフトバンク）▲2020年3月 サービス開始予定

（楽天）▲2020年6月 サービス開始予定

超高速 ⇒最大10Gbps（4Gの100倍）
多数同時接続 ⇒100万台/k㎡接続数（同 100倍）
超低遅延 ⇒1ミリ秒程度（同 1/10）

ドコモ 7,950億円
KDDI 4,667億円

ソフトバンク 2,061億円
楽天 1,946億円

▲（ドコモ）2018年度人口カバー率 80%目標

▲2024年度
特定基地局数
（ドコモ） 26,334局
（KDDI） 53,626局
（
（楽天） 23,735局

▲（3キャリア）人口カバー率計画2019年度末90％超

▲（ソフトバンク）2019.8 下り最大988Mbps

▲（楽天）2019.10 携帯キャリア事業としてのサービスを開始（本格サービス未定）

（ソフトバンク） ▲2022年末11,210局

（ＫＤＤＩ） ▲2021年末10,622局
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３. 業界の現況（２０１９年９月現在）

ＮＥＣネッツエスアイ

きんでん

日本電設工業関電工

ネットワンシステムズ

伊藤忠テクノソリューションズ

電力工事会社

など

ＩＴ工事会社

など

鉄道工事会社

など

ミライトＨＤグループ

協和エクシオグループ
協和エクシオ
大和電設工業
エクシオテック

コムシスＨＤグループ
日本コムシス
サンワコムシスエンジニアリング
ＴＯＳＹＳ
つうけん

ミライト

ミライト・テクノロジーズ

ＮＤＳ

シーキューブ

北陸電話工事

日本電通

ソルコム

四国通建

西部電気工業

ＳＹＳＫＥＮ

2018年3月現在（3グループ＋9社）

全国規模で事業展開 各地域で事業展開

通信建設会社

2018年10月以降（3グループ）

ミライトＨＤグループ

ミライト

ミライト・テクノロジーズ

ＴＴＫ
※2018年10月経営統合ＴＴＫ

ソルコム
※2019年1月経営統合

四国通建
※2019年1月経営統合

コムシスＨＤグループ
日本コムシス
サンワコムシスエンジニアリング
ＴＯＳＹＳ
つうけん

ＮＤＳ
ＳＹＳＫＥＮ
北陸電話工事
※2018年10月経営統合

協和エクシオグループ
協和エクシオ
大和電設工業
エクシオテック

シーキューブ
西部電気工業
日本電通
※2018年10月経営統合
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5,600億

売上 6,000億 売上 2,950億

1,875億

4,800億

売上 1,912億

 通信建設会社は、全国規模で事業展開している当社グループを含む３グループと地域単位で事業展開する９社で構成

 ２０１８年１０月以降、地域の通信建設会社９社は全国規模で事業展開している３グループとの経営統合を実施

 電力工事会社、鉄道工事会社なども通信工事領域へ事業を展開しており、一部競合関係になりつつある

（注） 各社業績は2020年3月期の業績予想値を記載

売上 4,950億／営業利益320億

売上 5,400億／営業利益380億

売上 4,300億／営業利益215億



単位：億円 2016年3月期 2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期
2020年3月期
（計画）

受注高 2,607 3,233 3,263
3,926

（3,204）

4,200

（3,255）

売上高 2,695 2,832 3,129
3,759

（3,308）

4,300

（3,355）

売上総利益 258 335 397
469

（413）

505

（415）

売上総利益率 9.6% 11.8% 12.7%
12.5%

（12.5%）

11.7%

（12.4%）

販管費 197 234 230
262

（236）

290

（235）

販管費率 7.3% 8.3% 7.4%
7.0%

（7.1%）

6.7%

（7.0%）

営業利益 61 100 167
206

（176）

215

（180）

営業利益率 2.3% 3.5% 5.3%
5.5%

（5.3%）

5.0%

（5.4%）

経常利益 67 105 178
219

（187）

230

（190）

経常利益率 2.5% 3.7% 5.7%
5.8%

（5.7%）

5.3%

（5.7%）

当期純利益 36 64 115
257

（135）

150

（125）

当期純利益率 1.3% 2.3% 3.7%
6.8%

（4.1%）

3.5%

（3.7%）

４. 決算補足資料
（１）業績の推移 ※下段（ ）内は、従来グループ（㈱ミライト、㈱ミライト・テクノロジーズ、Lantrovision(S)Ltd）による実績

※単位（億円）未満の金額は切り捨てて記載しております。 34



※単位（億円）未満の金額は切り捨てて記載しております。

（２）事業区分別受注高及び売上高 ※下段（ ）内は、従来グループ（㈱ミライト、㈱ミライト・テクノロジーズ、Lantrovision(S)Ltd）による実績
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受注高

単位：億円

2019年3月期 2020年3月期

2Q実績 2Q実績

(a) (b)
対前期増減

(b)－(a)

増減率
(b)／(a)

NTT事業 472
776

（494）

+ 304

（+ 22）

+ 64.4%

（+ 4.7%）

マルチキャリア事業 448
529

（464）

+ 81

（+ 16）

+ 18.1%

（+ 3.6%）

環境・社会
イノベーション事業

193
256

（215）

+ 63

（+ 22）

+ 32.6%

（+11.4%）

ＩＣＴソリューション事業 483
664

（553）

+ 181

（+ 70）

+ 37.5%

（+ 14.5%）

合計 1,597
2,226

（1,727）

+ 629

（+ 130）

+ 39.4%

（+ 8.1%）

2019年3月期 2020年3月期

通期実績 通期計画

(c)
進捗率
(a)／(c)

(d)
進捗率
(b)／(d)

1,377

（975）

34.3%

（48.4%）

1,540

（980）

50.4%

（50.4%）

951

（867）

47.1%

（51.7%）

1,000

（905）

52.9%

（51.3%）

584

（437）

33.0%

（44.2%）

600

（480）

42.7%

（44.8%）

1,012

（924）

47.7%

（52.3%）

1,060

（890）

62.6%

（62.1%）

3,926

（3,204）

40.7%

（49.8%）

4,200

（3,255）

53.0%

（53.1%）

売上高

単位：億円

2019年3月期 2020年3月期

2Q実績 2Q実績

(a) (b)
対前期増減

(b)－(a)

増減率
(b)／(a)

NTT事業 451
657

（426）

+ 206

（▲ 25）

+ 45.7%

（▲ 5.5%）

マルチキャリア事業 367
387

（344）

+ 20

（▲ 23）

+ 5.4%

（▲ 6.3%）

環境・社会
イノベーション事業

185
265

（233）

+ 80

（+ 48）

+ 43.2%

（+ 25.9%）

ＩＣＴソリューション事業 398
519

（448）

+ 121

（+ 50）

+ 30.4%

（+ 12.6%）

合計 1,403
1,829

（1,453）

+ 426

（+ 50）

+ 30.4%

（+ 3.6%）

2019年3月期 2020年3月期

通期実績 通期計画

(c)
進捗率
(a)／(c)

(d)
進捗率
(b)／(d)

1,283

（1,018）

35.2%

（44.3%）

1,550

（990）

42.4%

（43.0%）

925

（876）

39.7%

（41.9%）

980

（890）

39.5%

（38.7%）

563

（503）

32.9%

（36.8%）

740

（620）

35.8%

（37.6%）

987

（909）

40.3%

（43.8%）

1,030

（855）

50.4%

（52.4%）

3,759

（3,308）

37.3%

（42.4%）

4,300

（3,355）

42.5%

（43.3%）



（３）資産・負債・純資産の状況

科 目 金 額 科 目 金 額

資産の部 負債の部

流 動 資 産 1,817 流 動 負 債 710

現金及び預金 350
工事未払金等 465

短期借入金等 5

完成工事未収入金等 909
その他 239

固 定 負 債 434

未成工事支出金等 457
新株予約権付社債 155

その他 278

その他 99
負 債 合 計 1,144

純資産の部

固 定 資 産 1,250
株 主 資 本 1,851

資本金 70

有形固定資産 818
資本剰余金 714

利益剰余金 1,255

無形固定資産 66

自己株式 ▲ 189

その他の包括利益累計額 40

非支配株主持分 30

投資その他の資産 364 純 資 産 合 計 1,923

資 産 合 計 3,067 負債・純資産合計 3,067

流動資産構成比率
59.2％

自己資本1,892億円
自己資本比率

61.7％

総資産
3,067億円

（単位：億円）

 ２０１９年９月末時点における自己資本比率は６１．７％

 資産の約６０％が流動資産であり、主なものは現預金、完成工事未収入金、未成工事支出金
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単位：億円 2016年3月期 2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期

営業キャッシュ・フロー 62 47 125 64

投資キャッシュ・フロー ▲ 36 ▲ 111 ▲ 100 ▲ 135

財務キャッシュ・フロー ▲ 26 104 ▲ 36 ▲ 19

単位：億円 2016年3月期 2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期

現金及び現金同等物 291 331 322 356

有利子負債

借入・社債 ▲ 0 ▲ 173 ▲ 166 ▲ 202

リース債務 ▲ 4 ▲ 8 ▲ 23 ▲ 98

合計 ▲ 4 ▲ 181 ▲ 190 ▲ 300

ネットキャッシュ 287 150 132 56

（注） １．ネットキャッシュは現金及び現金同等物から有利子負債を差し引いたもの

２．現金及び現金同等物は３カ月超の預金及び有価証券を除く

現預金等・有利子負債

キャッシュ・フロー

フリー・キャッシュ・フロー 26 ▲ 64 25 ▲ 71

（注）フリー･キャッシュ・フロー＝営業キャッシュ・フロー＋投資キャッシュ・フロー

※単位（億円）未満の金額は切り捨てて記載しております。

（４）主要な経営指標等の推移

2019年3月期
2Q

2020年3月期
2Q

113 193

▲121 ▲55

▲21 ▲163

2019年3月期
2Q

2020年3月期
2Q

289 329

▲166 ▲161

▲22 ▲101

▲188 ▲262

101 67

▲8 138
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2016年3月期 2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期

自己資本比率 63.1% 56.9% 58.5% 59.3%

自己資本利益率（ＲＯＥ） 3.0% 5.2% 8.8%
15.4%
（9.4%）

2016年3月期 2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期
2020年3月期
（計画）

配当性向 67.2% 37.6% 24.1%
13.5%
（23.6%）

25.7%

総還元性向 67.2% 76.6% 24.1%
13.5%
（23.6%）

95.4%

株主還元指標

資本関係指標

単位：億円 2016年3月期 2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期
2020年3月期
（計画）

設備投資額 37 46 126 193 105

減価償却費 24 28 30 40 38

設備投資・減価償却費

（注）2019年3月期の（ ）内の数値は、経営統合に伴う特別利益（負ののれん発生益等 100億円）の影響を除いた数値

（注）2019年3月期の（ ）内の数値は、経営統合に伴う特別利益（負ののれん発生益等 100億円）の影響を除いた数値

※単位（億円）未満の金額は切り捨てて記載しております。 38
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大株主
所有株式数
（千株）

持株比率
（％）

株主構成比率

株式会社ミライト・ホールディングス（自己株式） 12,118 11.2

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 10,069 9.3

住友電気工業株式会社 9,560 8.8

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 5,595 5.2

住友電設株式会社 2,488 2.3

ミライト・ホールディングス従業員持株会 1,941 1.8

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口5) 1,581 1.5

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT 1,559 1.4

株式会社みずほ銀行 1,300 1.2

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 1,300 1.2

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口9) 1,209 1.1

個人
21.9%

国内法人
17.7%

外国法人等
16.7%

金融機関
32.5%

自己株式
11.2%

発行済株式総数 108,325

５. 大株主・株主構成の状況（２０１９年９月３０日現在）
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（単位：株）

■株価・出来高の推移（終値ベース）

-20%

80%

180%

280%

2010年10月 2011年10月 2012年10月 2013年10月 2014年10月 2015年10月 2016年10月 2017年10月 2018年10月 2019年10月

TOPIX N225 MIRAIT

■主要ＩＮＤＥＸ騰落率比較

2011年3月15日
最安値 499円

2010年10月1日
上場日 553円

2018年9月26日
最高値 1,970円

2019年11月29日現在の騰落率

■ＭＩＲＡＩＴ １９５．５％
■ＴＯＰＩＸ １０４．８％
■Ｎ２２５ １４７．７％

６. 株価の状況（２０１０年１０月１日【ミライトHD設立】～）

2019年11月29日株価 １，６３４円

■ＰＥＲ １０．５倍
■ＰＢＲ ０．８倍
■配当利回り ２．５％



この資料における予想数値に関する記述・言明は、当社の現時点での計画、

見通しにもとづく将来の予測であります。

諸条件の変化により実際の業績は、本資料の予想とは大きく異なる可能性

があります。

従いまして、本資料における予想値が将来にわたって正確であることを保証

するものではないことをご承知おき下さい。

注意事項

株式会社ミライト・ホールディングス
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